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５６決算
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

普通会計決算額・
歳入

（百万円）

普通会計決算額・
都道府県税
収入額

（百万円）

普通会計決算額・
歳出

（百万円）

普通会計決算額・
実質収支
（百万円）

全 国 ５３９６２４７３ １５５３０２７４ ５２９２２２４２ ７５１４６

北 海 道 ３２２３２４６ ６０４４０９ ３２０３４４３ ９５１９
青 森 県 ９３６００９ １４４３５６ ９１９６２３ １９１２
岩 手 県 ９６２２７９ １３６８８２ ９３３７１４ ２３９７
宮 城 県 ８６５７５８ ２６８５９４ ８４３７２１ １２３
秋 田 県 ７８８５８３ １１１６４３ ７７６３６７ ３１１６

山 形 県 ７１４６２９ １２２９１７ ７００８６３ ２３１０
福 島 県 １０２３０６８ ２３９５１７ １００８６７６ １５７５
茨 城 県 １１２４７０２ ３５２３２８ １１０５５７９ ３６８９
栃 木 県 ８６６７４４ ２４６０８０ ８４８９３０ ２０９６
群 馬 県 ８０６８０６ ２４０６４３ ７９０９４１ １２７３

埼 玉 県 １７５９５５９ ６８９６９７ １７４０７９２ ３０２９
千 葉 県 １６０９１５４ ６２４０９３ １５９４０７６ １３４７
東 京 都 ６３９２７８４ ２５２４８８２ ６２２３３８５ ８９８８
神 奈 川 県 １７８５８９１ １０１３５７５ １７７２２６６ １４８１
新 潟 県 １３４４２５７ ２７６７３７ １３１９９３９ ６８２２

富 山 県 ６１４２２６ １３０８４３ ５８４８１６ ２９３４
石 川 県 ７０３４９５ １４４２９７ ６９２６９９ ９３２
福 井 県 ５５３０６１ １１８５２１ ５３９６４８ ２２２４
山 梨 県 ５４７９７８ １１０７８３ ５２２９５９ ３８６０
長 野 県 １０４９３５８ ２７０７４７ １０３１７８９ １８９１

岐 阜 県 ９２８８４９ ２４５２７９ ８９４８８３ ２６３４
静 岡 県 １３３６５５７ ４９３１５５ １３１２９５４ ９１０２
愛 知 県 ２２３６３５６ １０８９７７８ ２２１９２２６ １２９２
三 重 県 ８０３８８８ ２３２３１１ ７７２８７０ ４９４８
滋 賀 県 ６０１５３９ １６７８１５ ５９１５９８ ２２９

京 都 府 ８６３３６０ ３１２６２１ ８５７７９２ ２５８
大 阪 府 ２６９１７２１ １１３４４６９ ２７０４２５４ △３７２９５
兵 庫 県 ２０９０５０３ ５８９６６９ ２０７２５２８ ２５９８
奈 良 県 ５６６２５１ １２９７００ ５５３９０７ １６２
和 歌 山 県 ５８４１０８ １０１５７０ ５６８２７０ ２８２３

鳥 取 県 ４７６５６５ ６２７２０ ４５７５９８ ５２１１
島 根 県 ６９９９５８ ７６５３２ ６８１１３９ １７０３
岡 山 県 ８５１１６７ ２１２３１７ ８３６５２５ ４７
広 島 県 １１２４３０４ ３１７５０２ １１０８００６ ２２４９
山 口 県 ８１４７１２ １７００３５ ７９７０７９ ２８８

徳 島 県 ６２３００３ ９１７８５ ５９１７５５ １３３８
香 川 県 ５１７２８８ １２１６３９ ５０２０８４ ２０４３
愛 媛 県 ７６８２９２ １４８３０７ ７２０４３３ ７７６
高 知 県 ６１４５８８ ７４１８８ ５９６０８３ ４７２
福 岡 県 １６０４３８７ ５２３６９５ １５７２８７１ １７９０

佐 賀 県 ５００００９ ９３７８５ ４９０９６３ ５８
長 崎 県 ９５５９７９ １２１０５６ ９３４０６８ ９３８
熊 本 県 ８７５１４８ １７２１７９ ８４６２５０ ５９４５
大 分 県 ７１３９５７ １１７４５２ ６８６６６７ ４７５
宮 崎 県 ６８３９１４ １０３６０６ ６６７２２１ ５０８

鹿 児 島 県 １０７８２６３ １５９９５３ １０５２３３６ １７５１
沖 縄 県 ６８６２２４ ９５６１２ ６７８６５８ １２８７

埼玉県の順位 ７ ５ ７ １１
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その他 
9.6％ 

その他 
5.7％ 

教育費 
29.8％ 

土木費 
15.8％ 公債費 

12.6％ 

諸支出金 
9.3％ 

民生費 
9.5％ 

警察費 
7.3％ 

総務費 
6.1％ 

歳出 
1兆7,850億円 

県　税 
35.1％ 

歳入 
1兆7,986億円 

地方交付税 
17.5％ 

国庫支出金 
15.9％ 

県債 
13.8％ 

諸収入 
6.0％ 

地方消費税 
清算金 
6.0％ 

一般会計決算構成比（平成１３年度）

注）１億円未満切捨て
資料：県財務管理課

概要
埼玉県の資料によると、埼玉県の平成１３

年度一般会計決算は歳入（１兆７，９８６億円・
前年度比１．２％減）、歳出（１兆７，８５０億円・
同１．１％減）ともに３年連続で前年度を下
回りました。
主な歳入を前年度と比べると、県税収入
は６，３２１億円で７４億円（前年度比１．２％）減
少しました。これは、県民利子割が４５億円、
個人県民税が１２億円、地方消費税が２６億円
減少したことなどによります。また、地方
交付税は３，１５０億円で９９億円（同３．１％）減
少しました。一方、県債は２，４８２億円で１０２
億円（同４．３％）増加しています。
主な歳出を前年度と比べると、離職者支
援金の創設や市町村への介護給付費負担金
が増えたことなどから、民生費が１７７億円
（前年度比１１．６％）増加したほか、緊急地
域雇用創出特別交付金を埼玉県緊急雇用創
出基金へ積み立てたことなどから、労働費
が９９億円（同８９．８％）増加しました。一方、
土木費は、埼玉スタジアム２００２が完成し事
業費が減少したこと、公共事業について緊
急性の高い事業への重点化を図ったことな

どから３２８億円（同１０．４％）減少していま
す。
「都道府県決算の概況」によると、埼玉
県の平成１３年度普通会計決算の歳入は１兆
７，５９６億円、歳出は１兆７，４０８億円でした。
歳入から歳出を差し引いた額から翌年度に
繰り越すべき財源を差し引いた実質収支額
は、３０億円で黒字となっています。

一般会計と普通会計
地方公共団体の会計は、一般会計と特別

会計に区分されるが、特別会計は、国の法
令で設置が義務づけられているもののほか、
各団体が条例で設置する場合があり、同一
の基準で区分されていない。そこで、都道
府県間の比較を行うため、普通会計と公営
事業会計という区分により統計上の統一を
図っている。
普通会計とは、公営事業会計以外の会計

（一般会計とこれに属するいくつかの特別
会計）を総合して一つの会計としたもので、
会計間の重複を控除した純計額を計上して
いる。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「都道府県決算の概況」総務省 平成１３年度 毎年
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５７財政指標・予算
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

標準財政規模
（百万円）

財政力指数
経常収支比率
（％）

普通会計
当初予算額
（百万円）

全 国 ２５４２３８９２ ０．４０５０１ ９０．５ ５０３７４７５０

北 海 道 １３５７１６３ ０．３４２６５ ９１．２ ２８０３６９３
青 森 県 ３８５９０１ ０．２５２８６ ９２．４ ８６２４５２
岩 手 県 ４０１３４０ ０．２６０５１ ９０．４ ８５９９９１
宮 城 県 ４４７４８４ ０．４５５５４ ９０．７ ７８８９８１
秋 田 県 ３５１５１９ ０．２２５４９ ８７．０ ７３０５１７

山 形 県 ３３４１２０ ０．２７１７６ ８８．４ ６３５７４３
福 島 県 ４８２４２３ ０．３８９５９ ８９．１ ９４８５９９
茨 城 県 ５４１６４２ ０．５０６６５ ８８．８ １０５０６７３
栃 木 県 ４０５２５４ ０．４８１５４ ８９．９ ８１９６０８
群 馬 県 ３９４０１９ ０．４８５６８ ８９．８ ８０１６９８

埼 玉 県 ９３０３０３ ０．６１５２２ ９４．４ １６７１２７７
千 葉 県 ８２６９８５ ０．６１０９１ ９１．０ １５０４７１０
東 京 都 ３０９９１４３ １．０２３４２ ９０．３ ６１７４０９３
神 奈 川 県 １０６７１１５ ０．７５２６１ ９５．７ １６６９３３９
新 潟 県 ５７５３６０ ０．３７０４３ ８４．５ １２６９９１６

富 山 県 ２８９４０８ ０．３４４８０ ８８．９ ５５７３９２
石 川 県 ２９１５６２ ０．３７６７１ ８４．０ ５９４４９４
福 井 県 ２５２４５８ ０．３３３０５ ８６．３ ５２０５６７
山 梨 県 ２５３７７２ ０．３１５８５ ８４．３ ４９９７６２
長 野 県 ５０３７６３ ０．４１８４７ ８８．６ ９６５７９８

岐 阜 県 ４３４５６２ ０．４２９０９ ７８．２ ８１２８７６
静 岡 県 ６３９６３５ ０．６３２８５ ９０．４ １１６７１３５
愛 知 県 １０９１０８４ ０．８３４１６ ９６．８ ２１４６８６４
三 重 県 ３９７５７８ ０．４５３１６ ８７．９ ７２９３３３
滋 賀 県 ２９６０２２ ０．４４０７８ ８６．１ ５６１７６７

京 都 府 ４５８８２７ ０．５０８５８ ８６．８ ８０６２１０
大 阪 府 １２８７８６９ ０．７２０９５ １０３．１ ２９４３８９７
兵 庫 県 ９２１１８０ ０．５０７１３ ９２．４ ２０６３４５８
奈 良 県 ２９２３４５ ０．３３５２９ ８９．０ ５２９０６１
和 歌 山 県 ２８８８３５ ０．２４４５６ ８６．２ ５４４７２５

鳥 取 県 ２１２７２２ ０．２１８６６ ８１．６ ４３６３０６
島 根 県 ２７９６７３ ０．２００６６ ８４．３ ６４６９９３
岡 山 県 ４０９７４５ ０．３９１２０ ９３．３ ７５５５１１
広 島 県 ５２４０９６ ０．４５６９１ ９２．６ １０６６１２６
山 口 県 ３６４０２５ ０．３５４３９ ８６．９ ７６６９９５

徳 島 県 ２５３８０７ ０．２５２７０ ８４．９ ５３８３２３
香 川 県 ２４７９１９ ０．３５７８５ ８９．９ ４９９４７８
愛 媛 県 ３４１８５２ ０．３２０４９ ７８．９ ６７７５０７
高 知 県 ２７２５９２ ０．１９７００ ８８．８ ５３７３５４
福 岡 県 ７７９８９９ ０．５１５２２ ９３．９ １４９５３２３

佐 賀 県 ２４９１１１ ０．２６５７０ ８１．３ ４６６９３５
長 崎 県 ３７４２２０ ０．２３７７５ ９１．９ ７９０５３６
熊 本 県 ４１５８５０ ０．３１０８８ ８８．１ ７９８２５７
大 分 県 ３２５９１０ ０．２７１４６ ８９．７ ６５９６０３
宮 崎 県 ３１５３６３ ０．２４９３４ ８４．９ ６５１４０５

鹿 児 島 県 ４５５３４３ ０．２６５７７ ９４．０ ９２２３７２
沖 縄 県 ３０３０９５ ０．２２９２１ ９１．８ ６３１０９７

埼玉県の順位 ６ ６ ４ ６
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一般会計決算額（歳入）と財政力指数

資料：県財務管理課、「都道府県決算の概況」総務省

概要
埼玉県の財政は、長引く景気の低迷によ
り極めて厳しい状況にあり、さらなる県行
財政のスリム化に向け、平成１４年２月に新
たな埼玉県行財政改革プランを策定しまし
た。
「都道府県決算の概況」によると、埼玉
県の平成１３年度の財政力指数（平成１１～１３
年度の３か年度平均）は０．６１５２２で、全国
第６位でした。また、経常収支比率は９４．４％
で、全国第４位となっています。
「都道府県展望」によると、平成１４年度当
初の埼玉県の普通会計予算額は、１兆６，７１３
億円で前年比４．８％の減少となりました。

標準財政規模
地方公共団体の標準的な状態で通常収入
されるであろう経常的一般財源の規模を示
すもので、標準税収入額等に普通交付税を
加算した額。標準税収入額は、基準財政収
入額などをもとに算出したもの。

財政力指数
基準財政収入額÷基準財政需要額

という算出式から得た数値の過去３か年度
の単純平均。地方公共団体の財政力の強さ
を表し、１に近いか１を超えるほど財源に
余裕があるとされる。全国値は単純平均。

基準財政収入額
都道府県にあっては、法定普通税及び目

的税の一部等の標準税率による収入見込額
の８０％。

基準財政需要額
各地方公共団体が合理的かつ妥当な水準

の行政を行い、又は標準的な施設を維持す
るために必要な財政需要。

経常収支比率
地方公共団体の財政構造の弾力性を判断

する指標の１つ。地方税、普通交付税等を
中心とする一般財源が、人件費、扶助費、
公債費等の容易に縮減することの困難な経
常費にどの程度充当されているかをみる。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～３「都道府県決算の概況」総務省
＊４「都道府県展望」全国知事会

平成１３年度
平成１４年度

毎年
毎年
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５８地方公務員・市の数
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

都道府県一般行
政関係職員数
（普通会計・
一般職員）（人）

都道府県
警察官数
（人）

市区町村等一般
行政関係職員数
（普通会計・
一般職員）（人）

市の数

全 国 ２９３８４９ ２２９８７１ ７９０６７７ ６７５

北 海 道 １７４７４ ９５８２ ４０３１５ ３４
青 森 県 ５７０９ ２１４４ ９９６６ ８
岩 手 県 ５０９２ ２０２２ １００２６ １３
宮 城 県 ５５１３ ３２５５ １４５３２ １０
秋 田 県 ４６３２ １８９９ ８８９６ ９

山 形 県 ４８７７ １８８６ ７９２９ １３
福 島 県 ６４０３ ２９６２ １３５３６ １０
茨 城 県 ６１２５ ３８８５ １７３８０ ２２
栃 木 県 ５３２９ ２７３９ １１８７５ １２
群 馬 県 ４８１１ ２７９３ １１６６０ １１

埼 玉 県 ８３７３ ８７９６ ３４１４４ ４１
千 葉 県 ８６５１ ９３４１ ３３０８７ ３３
東 京 都 ２５６３１ ４１９８４ ８１２７４ ２６
神 奈 川 県 ９３２５ １３３４４ ４２８７７ １９
新 潟 県 ７３４３ ３６５８ １７５６９ ２０

富 山 県 ４３２６ １８０９ ７６６１ ９
石 川 県 ４０７０ １８１３ ７８２６ ８
福 井 県 ３５１９ １５０９ ６１１７ ７
山 梨 県 ３６３６ １４８２ ６１２６ ７
長 野 県 ６１１１ ３１０３ １６０３０ １７

岐 阜 県 ５１０４ ３００３ １３８９４ １４
静 岡 県 ６６６５ ５１６４ １９４７８ ２１
愛 知 県 １０８９９ １１４９６ ４０７１８ ３１
三 重 県 ５１５８ ２６４３ １２３９９ １３
滋 賀 県 ３６９１ １９５０ ７９７２ ８

京 都 府 ４９５７ ６０７５ １６４５１ １２
大 阪 府 １０８８０ １９４３４ ５４７７６ ３３
兵 庫 県 ９０９６ １０７９８ ３２４００ ２２
奈 良 県 ３７１５ ２１１４ １００５２ １０
和 歌 山 県 ４１８１ １９７２ ８１１１ ７

鳥 取 県 ３３０１ １１４７ ４３１７ ４
島 根 県 ４１５２ １４１３ ５９４９ ８
岡 山 県 ５０２０ ３０２８ １２２７２ １０
広 島 県 ６１７２ ４４９６ １８６９７ １３
山 口 県 ４７６１ ３０１７ １０４８９ １４

徳 島 県 ３８４４ １４０９ ６７００ ４
香 川 県 ３４３７ １６３１ ６４４６ ６
愛 媛 県 ４５６１ ２２１５ ９７７９ １２
高 知 県 ４３５１ １５１１ ７２６７ ９
福 岡 県 ８８９９ ９３４３ ２６５９４ ２４

佐 賀 県 ３６３３ １５３５ ５９４７ ７
長 崎 県 ５０９７ ２９７５ ９８０９ ８
熊 本 県 ５１６５ ２７１３ １３０１１ １１
大 分 県 ４６４９ １９３５ ８６１４ １１
宮 崎 県 ４３７５ １８２５ ７９９５ ９

鹿 児 島 県 ６５５３ ２７３８ １３１６６ １４
沖 縄 県 ４５８３ ２２８５ ８５４８ １１

埼玉県の順位 ９ ９ ６ １
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一般行政 
部門 
13.3%

公営企業 
会計部門 
3.4%

職員数 
63,576人 

特別行政部門・ 
警察 
16.2%

特別行政部門・教育 
67.2％ 

埼玉県の部門別職員構成比（平成１４年４月１日）

資料：県人事課

概要
県人事課によると、平成１４年４月１日現
在の埼玉県の総職員数は前年よりも２８４人
減って６３，５７６人でした。この総職員数を総
務省定員管理調査に基づいた区分でみると、
一般行政部門は８，４２５人（前年比１８５人減）、
特別行政部門のうち、教育が４２，７３６人（同
４０９人減）、警察が１０，２６９人（同３６８人増）、
公営企業部門が２，１４６人（同５８人減）でし
た。埼玉県では組織の簡素効率化を図りな
がら、児童虐待対策や環境問題等の政策課
題に対して重点的・機動的に対応できる体
制の整備に努めています。
「地方公務員給与の実態」によると、平
成１３年４月１日現在の埼玉県の一般行政関
係職員数（普通会計・一般職員）は、前年
より１７３人減って８，３７３人となりましたが、
前年に引き続き全国第９位でした。警察官
は前年とほぼ同じ８，７９６人で、同じく第９
位でした。
また、埼玉県の全市町村の一般行政関係
職員数（普通会計・一般職員）は、前年よ
り８７６人減って３４，１４４人で全国第６位でし
た。

「全国市町村要覧」によると、平成１４年
１０月１日現在の埼玉県の市町村数は、平成
１４年４月１日の大里村の町制施行により、
４１市４０町９村の合計９０市町村となりました。
なお、この市の数は全国第１位です。

普通会計関係職員
公営事業会計関係職員（公営企業会計関

係、その他公営企業会計関係、その他事業
関係）を除いた職員。

一般職員
教育公務員（小中学校や高等学校、県立

大学などの教員等）、警察官及び臨時職員
を除いた常勤の職員。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～３「地方公務員給与の実態」地方公務員給与制度研究会
＊４「全国市町村要覧」市町村自治研究会

平成１３年４月１日
平成１４年１０月１日

毎年
毎年
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